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１．小規模事業者に光を当てた中小企業政策の再構築 

 

○中小企業・小規模企業の企業数・雇用者数について 

 

 

 

 

 

【図表１】企業数・雇用者数の推移 

 

 １９９９年 ２００９年 減少数/減少比 

企業数 

中小企業 
４８４万社 ４２０万社 ▲６４万社 

（▲１３％） 

うち 

小規模企業 

４２３万社 

（８７％） 

３６７万社 

（８７％） 

▲５６万社 

（▲１３％） 

従業員数 

中小企業 
３，１２０万人 ２，８３４万人 ▲２８６万人 

（▲９％） 

うち 

小規模企業 

１，０９８万人 

（３５％） 

９１２万人 

（３２％） 

▲１８６万人 

（▲１７％） 

 

  

・中小企業全体で約 420 万社のうち、約 367 万社（87％）が小規模企業。 

・小規模企業数は 1999 年から 2009 年の 10 年間で約 56 万社（13％）減少。 

・小規模企業の従業員数は同じく 10 年間で約 186 万人（17%）減。他の規模

の企業と比べても減少率は大きい。 
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○小規模事業者の意義 

 

  

 

 

 

 

【図表２】中小企業・小規模事業者の二つの類型の例 

  

 

 

  

・中小企業・小規模事業者の中には 

① 地域に根ざして経済や雇用の下支えを指向するもの、 

② グローバル市場の獲得を目指し事業拡大を指向するもの 

など、大企業に依存せず収益面や雇用面において潜在力を発揮する企業が

存在。 
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○小規模事業者の雇用への貢献 

 

 

 

 

【図表３】企業規模別の雇用の純増減 

出展：深尾京司（２０１２）「「失われた２０年」と日本経済」、深尾京司・権赫旭（２０１１）「日本経済成長

の源泉はどこにあるのか」 

 

 
【図表４】社齢と雇用の純増減 

 

（単位：人） 企業規模別の雇用の純増減 

 

（単位：人） 

 

 

社齢と雇用の純増減 

・2001 年～2006 年にかけて、従業員５人未満の小さな企業や社齢５年未満

の若い企業が我が国に雇用を創出。 
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○小規模事業者の定義の精緻化・弾力化について 

 

 

 

 

 

 

【図表５】宿泊業の経営指標（法人のみ） ～中小企業実態基本調査より～ 

 

従業員数 

～5 人 ～10 人 ～15 人 ～20 人 ～50 人 ～100 人 

売上高営業利益率

（n=620） 
-10.2％ -3.7％ -1.3％ -5.9％ 0.1％ 0.4％ 

自己資本比率 

（n=620） 
-7.7％ 0.5％ 1.5％ 14.1％ 4.0％ 6.9％ 

一人当たり付加価値

額（n=153） 
1.7 百万円 2.5 百万円 2.2 百万円 1.9 百万円 3.0 百万円 3.6 百万円 

 

【図表６】娯楽業の経営指標（法人のみ） ～中小企業実態基本調査より～ 

 

従業員数 

～5 人 ～10 人 ～15 人 ～20 人 ～50 人 ～100 人 

売上高営業利益率

（n=1,358） 
-3.9％ -2.8％ 0.5％ -0.8％ 1.2％ 1.1％ 

自己資本比率 

（n=1,358） 
-2.1％ 12.4％ 25.9％ 21.0％ 26.7％ 20.8％ 

一人当たり付加価値

額（n=656） 
2.8 百万円 3.1 百万円 3.6 百万円 3.2 百万円 4.8 百万円 4.3 百万円 

資料：中小企業庁「中小企業実態基本調査」再編加工 

（注）１．すべて中央値である。 

   ２．売上高営業利益率=営業利益／売上高×100 

   ３．営業利益=「売上高]-「売上原価」-[販売費一般管理費」 

   ４．自己資本比率=純資産／資産合計×100 

   ５．一人当たり付加価値額=付加価値額／従業員総数（日雇い・派遣を含む） 

   ６．付加価値額=売上高（営業収益）-売上原価-販売費及び一般管理費+労務費+減価償却費（売上原価）+ 

人件費+地代家賃+減価償却費+租税公課 

   ７．中小企業実態基本調査の調査対象企業についての数字である。 

   ８．従業員数には経営者も含まれる。  

・サービス業のうち宿泊業、娯楽業については、他の業種と比べ、現行の定義より

大きな従業員区分において、売上高営業利益率、自己資本比率、一人当たり

付加価値額等の経営指標で格差が存在。 
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○小規模企業から中小企業・中堅企業への成長発展について 

 

 

 

 

【図表７】従業員規模別にみた中小企業の収益力（売上高営業利益率）  

  

 

 

 

 

資料： 中小企業庁「中小企業実態基本調査」（再編加工）

（注） １．法人企業について集計。

２．売上高営業利益率＝営業利益／売上高×１００

資料： 中小企業庁「中小企業実態基本調査」（再編加工）

（注） １．法人企業について集計。

２．売上高営業利益率＝営業利益／売上高×１００

・製造業やサービス業においては、従業員数５０人程度までは従業員規模と営業

利益に正の相関が見られる。 
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２．経営支援体制（「知識サポート」の抜本的強化） 

○経営課題についての相談相手の実情 

 

 

 

 

 

 

【図表８】経営課題に直面する中小企業の相談相手 
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商品･ 

ｻｰﾋﾞｽ開発 

市場･ 

販路 

会計･財務･ 

融資 

家族・社内の人間 

同業の知人 

異業種の知人 

民間の専門家 

公的機関の専門家 

その他の人 

※公的機関の専門家には、商工会・商工会議所を含

む。 

資料:2008年版中小企業白書 

(％) 

・商品・サービス開発等の経営課題について、中小企業・小規模事業者の主な相

談相手は家族や社内の人間、同業の知人が多く、専門家に相談できている企

業が少ない。 
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３．下請取引等の適正化 

○中小企業の下請取引等の実態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表９】中小企業の取引の実態について 

 

 

 

 

 

＜下請取引の下請代金法違反のおそれのある行為の状況＞ ＜下請取引以外の取引の懸念行為の状況＞
（中小企業による回答） （中小企業による回答）

取引全体
大企業

との取引

中小企業

との取引
不明

1.1 0.5 1.7 0.3 ①代金の支払遅延 4.7 3.1 5.9

4.3 3.5 4.6 6.8 ②代金の減額 6.2 5.9 6.5

8.6 7.3 9.8 8.2 ③買いたたき 4.1 3.9 4.1

7.1 6.6 7.9 4.4 ④返品 9.4 9.8 9.3

1.4 1.3 1.5 1.0 ⑤受領拒否 1.5 1.7 1.2

8.2 7.6 8.6 10.6 ⑥給付内容の変更及びやり直し 5.6 5.5 5.6

1.5 1.3 1.6 2.7 ⑦経済上の利益提供要請 5.6 8.1 3.8

2.9 3.0 2.7 4.5 ・協賛金等負担要請 4.3 6.0 2.9

1.6 2.1 1.5 0.3 ・従業員派遣要請 1.7 2.5 1.1

2.1 2.2 2.0 1.7 ・知的財産権無償譲渡等 2.0 2.8 1.3

0.1 0.2 0.1 0.0 ⑧購入・利用強制 2.8 3.6 2.3

⑨不当な経済上の利益提供要請

⑩購入・利用強制

⑪公取委、中企庁への申告等に対する報復

③代金の減額

④買いたたき

⑤有償支給材の早期決済

⑥返品

⑦受領拒否

⑧不当な給付内容の変更及びやり直し

大企業

との取引

中小企業

との取引

①割引困難手形の交付

②代金の支払遅延

違反行為のおそれあり

取引全体

＜下請取引における経済的な損害の発生頻度＞ ＜下請取引以外の取引における経済的な損害の発生頻度＞

ない 25%未満 25%～50% 51%～75% 75%超 ない 25%未満 25%～50% 51%～75% 75%超

51.4 36.0 3.7 1.4 7.6 87.4 11.4 0.5 0.2 0.5

大企業との取引 54.3 33.7 3.0 1.6 7.4 大企業との取引 85.5 13.1 0.5 0.3 0.6

中小企業との取引 49.1 37.8 4.2 1.2 7.7 中小企業との取引 89.2 9.9 0.5 0.1 0.4

不明 50.6 36.3 3.8 1.3 8.1 不明 88.1 10.1 0.9 0.6 0.3

取引全体

出所：「大企業と中小企業との取引の実態に関する調査」

取引全体

・下請取引以外の取引（下請代金法で規制されていない取引）については、中小

企業が経済的に損害を被る可能性のある行為（懸念行為）が、全体として一定

程度見受けられたが、経済的な損害が発生す割合は下請取引より低い。  

・下請取引（下請代金法で規制されている取引）についても、下請代金の減額や買

いたたき、返品などを中心に、親事業者による下請代金法違反のおそれのある

行為が、全体として一定程度見受けられた。 

・ 
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４．下請中小企業等の振興への対応 

○下請中小企業の連携に係る先進的な取組 

 

 

 

 

 

【先進的な取組事例 ①：京都試作ネット】 

・10 年程度続けてきたピーター・ドラッカーの勉強会を発端に、その学びを具現化する 

ものとして平成 13 年 7 月に発足。メンバーは京都の機械・金属企業の異業種企業 

10 社で発足し、現在 20 社。メンバー同士は強固な信頼関係を有している。 

・部品の単品試作加工からシステムや装置開発まで、単独受注では困難な幅広いソ 

リューションを提供。 

・インターネット上の専用サイトにより受付窓口を一元化し、当番企業が担当を決定。 

問い合わせから 2 時間で対応。 

 

【先進的な取組事例 ②：東レ合繊クラスター】 

・平成 15 年の繊維ビジョンにおいて川上の国際競争力の維持や川下の生き残りのた 

めには優れた川中の存在が不可欠との提言があったことを踏まえ、民間ベースの 

実務的な運営母体として平成 16 年に設立。 

・北陸三県を中心に関東、近畿、四国から、商社等も含め幅広い業種の企業が 98 社 

参加。事務局機能は東レが担っている。東レの役割は一企業としての利益追求では 

なく、産地の活性化に向けた中小企業の自立・自販の全面的なサポート。 

・単独の展示会開催等による販売活動、最先端の素材を活用し市場ニーズを踏ま 

えた商品開発、共同物流等を実施。 

 

  

・自ら取引先を開拓する取組により自立化し、顧客のニーズに応える「課題解決型

ビジネス」ができる企業は比較的好調。 
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５．資金調達（ （１）創業や成長のための最適な資金調達手段のあり方） 

○中小企業向け貸出の状況 

 

 

 

【図表１０】                           【図表１１】 
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出典：日本銀行統計（2010 年） 
出典：日本銀行統計、連合会統計より中小企業庁作成 

＜中小企業向け貸出の推移＞ ＜貸出金の担保内訳推移＞ 

２８％ 

１７％ 

・不動産価格の下落による金融機関の貸出姿勢の慎重化を通じて、貸出金額及び

割合が低下。 
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○ABL の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表１２】ＡＢＬの推進 

 

 

  

・約２４０兆円の中小企業金融の中で、ＡＢＬの市場規模は、年間２，０００億円～

３，０００億円程度と限定的。  

・しかしながら、ＡＢＬの対象となる流動資産の規模は、資本金１億円未満の中小

企業・小規模事業者だけでみても、１２２兆円と非常に大きく、これらを活用した

中小企業金融の円滑化が必要。 
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５．資金調達（ （２）小規模企業者等設備導入資金制度の取扱い） 

○利用状況 

 

 

 

 

 

 

【図表１３】（都道府県別）小規模企業者等設備導入資金制度の利用状況 

 

 

  

機密性○ 

 

 

・現在、資金貸付事業は２２、設備貸与事業は１７の都道府県で事業を休止してお

り、資金貸付事業・設備貸与事業を共に休止している都道府県は１１に上る。 
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○実績の推移 

 

 

 

 

 

 

【図表１４】小規模企業者等設備導入資金制度の資金貸付・設備貸与の実績推移 
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【出所】経済産業省調べ 

現行制度に移行 

・事業実績は、平成初期の１，０６２億円をピークに約１／７に大幅に減少。現行 

制度移行後の平成１２年度以降も１０年間で事業実績が約１／３に減少。 
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○他の制度融資の活用状況 

 

 

 

 

 

 

【図表１５】都道府県における制度融資の利用の増加 

 

 

・都道府県においては、本制度の事業規模を縮小する一方、信用保証付の制度

融資の活用が増加。 

 


